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死傷事故件数の推移（走行距離当り）

（財）交通事故総合分析センター 事業用自動車の交通事故統計

図-1 走行距離当たり死傷事故件数
トラックは第１当事者となった事故件数を集計

・トラックの死傷事故件数は、H18から減少傾向

（件/億km）

走行距離当たり死傷事故件数

18%減

35%減

(万件/年)

死傷事故件数

死傷事故件数万件/年

１.（背景1）貨物トラック事故の特徴

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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・大型貨物等が関与する事故は死亡事故率が高い

警察庁、平成23年中の交通事故の発生状況
警察庁、平成23年中の交通死亡事故の特徴及び道路交通法違反取締状況について

図-2 車種別死亡事故率
・当事者種別（第１当事者）別交通事故件数より集計
・事業用と自家用自動車の合計
・死亡事故率＝死亡事故件数/死傷事故件数
・バスはマイクロバスを含む ・普通乗用は軽乗用を含む
・他貨物は中型貨物、普通貨物、軽貨物の合計

トラック事故の死亡事故率

死亡事故率＝死亡事故件数／死傷事故件数 （％）

１.（背景1）貨物トラック事故の特徴

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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事故要因と死亡・重傷事故

・過労や居眠り運転が要因の事故は死亡・重傷事故割合が高い
。

図-3 要因別トラック事故の死亡・重傷事故割合
トラックが第１当事者となった事故件数を集計(H21-23の平均）
過労は法令違反「過労」を集計

（財）交通事故総合分析センター 事業用自動車の交通事故統計

居眠りは事故要因区分「前方不注意・居眠り運転」を集計

8％

30％ 31％

重傷
重傷

重傷

軽傷軽傷軽傷

死亡死亡

１.（背景1）貨物トラック事故の特徴

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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居眠り運転の経験

◆居眠り運転の経験がありますか？

図-4 居眠り運転の経験

【トラックドライバー アンケート】

(N=136)

出典：全日本トラック協会、 貨物車の安全運行対策に関する調査研究H17.3

H16.10聞き取り調査（210名）、東名高速道路 海老名ＳＡ

◆居眠り運転の原因は何ですか？

図-5 居眠り運転の原因

不規則な生活
その他

(N=131）※

※有効回答93、複数回答を延べて算出

１.（背景1）貨物トラック事故の特徴

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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問題認識と本発表の目的

① 大型トラックの事故は惨事となる可能性が高く、他の道路
利用者への影響が大きい。

② 居眠りや過労が原因の事故は、死亡・重傷事故の割合が
特に高い。

③ 過労・居眠り運転経験のあるドライバーは多く、無理な運
転をもたらす（強いる）要因を解明できないか。

問題認識

本発表の目的
 トラックの過労・居眠り運転事故の背景にある課題を指

摘する。 →[４.取引構造の影響]

 交通事故の人的要因に関連して「下請取引」が事故発生
に影響を及ぼすことを、定量的にを示す。 →[５.定量分析]

２.本研究の目的

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014



9

（参考）本研究の全体像

２.問題認識と研究目的
2.1 研究目的
2.2 既往研究と本研究の枠組み
2.3 事故データ分析

３.トラック輸送産業の経緯と特徴
3.1 規制緩和の影響
3.2 企業活動の影響

４.安全に関する制度
4.1 現行制度の概要
4.2 運転時間基準
4.3 制度実効性の課題

５.取引構造の影響
5.1 多重下請構造
5.2 定量分析

６.事例調査
6.1 日本の建設産業
6.2 韓国のトラック輸送産業

７.施策提言

１．序章

ITPS Report
２.本研究の目的

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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研究の対象

安全確保（事故防止）の３要素

運行管理、監査

運転免許
人的要因

貨物自動車
運送事業法

道路交通法

車両保安（車検、点検、整備、リコール 等）

速度超過防止（速度抑制装置）
事故防止（衝突被害軽減ブレーキ）
運行管理（デジタコ、ドライブレコーダ）

安全装置：車両要因 道路運送
車両法

走行環境
要因 交通運用：路上駐車・飲酒運転･危険運転の罰則強化 等

道路構造・保全：交通安全対策 道路法

道路交通法

危険運転につながる要因

長時間運転 疲労運転

速度超過運転高ストレス運転

法律

２.本研究の目的

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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交通事故発生の要因（分類例：Treat et al. ）

事
故
発
生

人の条件・状態

肉体的･生理学的

疲労，疾病，飲酒・
薬物 等

精神的･感情的

経験的・露呈

人的要因

車両要因

走行環境要因

人による
直接要因

認識，意思決定，
操作，非事故

（故意の衝突等）

危機的非動作
（意識喪失や居眠）

Treat, J.R., Tumbas, N.S., McDonald, S.T., Shinar, D., Hume, R.D., Mayer, R.E., Stansifer, R.L. and Castellan, N.J. [1979]
: Tri-level Study of the Causes of Traffic Accidents: Final Report, Exective Summar, U.S. Department of Transportation
, Report No. DOT HS 805 099,.

２.本研究の目的

図－6 事故の人的要因（Treat et al.）

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014



13

事業者数（規模別）

図－7 規模別トラック事業者数の推移

陸運統計要覧、国土交通省自動車交通局貨物課
・貨物自動車運送事業（一般、特定、霊柩）の合計値（～H11は霊柩を除く）

・保有台数10両未満の事業者が急増。

・H7頃から急増し、H18以降横這いの傾向。

事業者数（社）

10両まで

20両まで

50両まで

5両まで

３.（背景2）貨物トラック産業の特徴

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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国土交通省資料
（社）全日本トラック協会 平成22年度版 トラック輸送産業の現状と課題

・貨物輸送量は自動車貨物輸送量（営業用）の値
・退出事業者数には、合併・譲渡により消滅した事業者も含む

（10億㌧㌔）事業者数（社）

新規参入

退出

図－8 トラック運送事業者の参入・退出推移

・2008年には、退出数が参入数を上回る。
・貨物輸送需要は2007年をピークに頭打ち。

事業者の参入・退出（競争激化） ３.（背景2）貨物トラック産業の特徴

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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・1日１車当たりの走行距離は2割（約40km）増加。

・車両の稼働を表す実働率は減少、積載状態を表す実車率は増加
。

図－9 実車率、実働率、単位走行距離の推移（営業用普通車）

自動車輸送統計調査年報、国土交通省総合政策局

実働率・実車率、走行距離

（ｋｍ、1日１車当たり） （％）

実働率

実車率

３.（背景2）貨物トラック産業の特徴

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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（円/往復）

・トラック運送事業の運賃水準は低下傾向。

実勢運賃（例）

図－10 トラック運送事業における運賃の推移（東京-大阪往復,10t）

カサイ式 トラック実勢運賃調査（2010年版）

※細線は消費者物価指数H22基準を用いた実質値

３.（背景2）貨物トラック産業の特徴

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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一般貨物運送業：小規模が多い

一般
91%

一般
98%

霊柩7%

10両以下
55%

11-20両
23%

21-30両 10%

31-50両 7%

51-100両 4%
101両以上 1%

図－11 貨物運送事業分類と一般貨物運送業の規模
出典：国土交通省自動車局貨物課 資料

３.（背景2）貨物トラック産業の特徴

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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一般貨物運送業：小規模が多い

～100万円

～300万円

～500万円
～1,000万円

図－13 資本金規模別事業者数図－12 従業者数規模別事業者数

一般貨物：国土交通省自動車局貨物課(H24.3）
鉄道業：総務省 経済センサス-基礎調査(H21)
バス・ハイタク：国土交通省自動車局(H21.3）
製造業：経済産業省 工業統計表企業統計編(H22)

３.（背景2）貨物トラック産業の特徴

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014



19

１.（背景1）貨物トラック事故の特徴
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(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014



20

荷主
（荷主の物流子会社）

元請け
一般貨物運送業
貨物利用運送

多重下請構造

元請けＢ

元請けＣ

下請けa1

下請けa2

下請けa3

下請けa4

下請けa5

b1

b2

b3

c1
c2
c3

c4

元請けＡ

孫請け2

孫請け3

孫請け1
1

2

２次下請け
一般貨物運送業

３次下請け
一般貨物運送業

個人事業主

国土交通省自動車局・（社）全日本トラック協会、
トラック運送事業の運賃・原価に関する調査（H23.9）

図－14 主な取引の段階

(N=618)

１次下請け
一般貨物運送業

４.取引構造の影響

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014



21

既往文献の指摘（例）

縦形構造（多重下請構造）をとると構造の下
位者は，きわめて低い収入で経営を維持する
必要がある．そのために間接費が低い小規模
企業の方が経営しやすい．
このことから企業数が増え（中略）縦形構造
が次第に常態化していく.
中田信哉，“貨物自動車運送業界の構造再編”，東京経大学会誌（経営学）第254号，2007

多重下請構造の常態化

過労運転となる厳しい運行は，下請けのトラック運
送業者に回され，結果的に下請けのトラックドライ
バーが過労運転をせざるを得ない場合もある．
齊藤実，“規制緩和とトラック運送業の構造”,国際交通安全学会誌IATSS Review, Vol. 29, No. 1, 2004

下請け運転者の過労運転

下請取引多重化

仲介手数料搾取

下請が収受する運賃低下

経営悪化

事業者の安全意識の低下

（必要収入を得るために）

長時間運転

疲労状態運転

事故発生

４.取引構造の影響

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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多重下請構造の弊害（収受運賃への影響１）

・下請けに出す運賃割合（下払率）は、事業者規模に
関わらず70～100％弱。

出典：国土交通省他(2011)， トラック運送事業の運賃・原価に関する調査

図-15 下請利用時の下払い率（車両保有規模別）

(41) (53) (32) (13) (9) (87) (235)

４.取引構造の影響

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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多重下請構造の弊害（収受運賃への影響２）

・取引段階別の運賃収入は下位ほど低い傾向。
・実際の運送を行う者が収受する運賃は低下。

出典：国土交通省他（2011）トラック運送事業の運賃・原価に関する調査
元請を1とした割合を表す、3次下請は回答サンプル少数のため除外．

図-16 取引段階別の月間運賃収入額（車両あたり）

(N=617)

４.取引構造の影響

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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車両台数規模別の営業利益

・車両台数規模別の1台当りの営業利益はマイナス。
・輸送トン数は規模の小さい事業者ほど輸送量が多い。
・小規模の事業者ほど仕事は多いが利益確保が困難。

全日本トラック協会 平成22年度経営分析報告書
一般貨物2,307社を対象、期末実在車両数で除して1台当りに換算

図-17 車両台数規模別の営業利益と輸送量

貨物運送事業営業利益（千円/台） 輸送トン数（㌧/台）

４.取引構造の影響

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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１.（背景1）貨物トラック事故の特徴

２.本研究の目的

３.（背景2）貨物トラック産業の特徴

４.取引構造の影響

５.定量分析

６.まとめ

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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仮説設定

取引段階（下請運送）

事
故
発
生

運転者の労働環境

事業所の安全管理

運転者の属性

人の
条件・状態

肉体的･生理学的
疲労，疾病，飲酒・

薬物 等

精神的･感情的

経験的・露呈

人的要因

車両要因

走行環境要因

人による直
接要因

認識，意思決
定，操作，非

事故
（故意の衝突等），

危機的非動作
（意識喪失や居眠）

仮説 「取引段階は事故発生に影響する(？)」

５.定量分析

図-18 仮説設定

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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分析データ『自動車事故報告書』の概要

・自動車運送事業者等が重大事故※を起こした場合に提出を義務付け

・関東運輸局管内に営業所がある一般貨物運送事業の事故

・分析対象：車両故障、故障に起因する車両火災、無免許運転を除く事故
1,411件（2010～12年）

事故件数（2010-2012,関東運輸局）

図-19 所属営業所在地都県別の事故件数

※重大事故：転覆・転落・火災，鉄道車両衝突，10台以上衝突，死者・重傷者，
負傷者10人以上，危険物・火薬・ガス等，コンテナ落下，酒気帯び・無免許，
疾病，高速自動車道を3時間以上通行禁止にさせた者等

５.定量分析

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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分析モデル設定

死
亡
事
故
発
生
（
有
1・
無
0）

運転者の労働環境
・事故前日迄の乗務日数（7日以上：1，未満：0）
・事故前日迄の乗務距離（800km以上：1，未満：0）

事業所の安全管理
・安全性優良事業所（Gマーク無：1，有：0）
・健康診断実施（無：1，有：0）

運転者の属性
・運転経験年数（10年以上：1，10年未満：0）

運送の取引段階
・下請運送（下請：1，元請等：0）

図－20 変数設定

説明変数 目的変数

５.定量分析

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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■基礎集計（説明変数「取引段階」、｢Gマーク」について）

・比較分析

・クロス集計分析

分析内容

■ロジスティック回帰分析

死
亡
事
故
発
生
（
有1

・
無0

）

運転者の労働環境
・事故前日迄の乗務日数（7日以上：1，未満：0）
・事故前日迄の乗務距離（800km以上：1，未満：0）

事業所の安全管理
・安全性優良事業所（Gマーク無：1，有：0）
・健康診断実施（無：1，有：0）

運転者の属性
・運転経験年数（10年以上：1，10年未満：0）

運送の取引段階
・下請運送（下請：1，元請等：0）

説明変数 目的変数

５.定量分析

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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■基礎集計：比較分析

図－21 運送取引段階別の事故割合

・全国事業者母集団と比較して、重大事故の割合では下請に
位置する事業者の方が8%高い。
・死亡事故の割合では、この傾向が更に高い(19%)。

※：国土交通省,全日本トラック協会[2011]，「トラック運送事業の運賃・原価に関する調査」

※

５.定量分析

分析に用いたデータ
（自動車事故報告書）

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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■基礎集計：比較分析

図－22 Gマーク認証有無別の事故割合

・全国事業者母集団と比較して、死亡事故の割合ではGマーク
認証の無い事業者の方が、わずかに高い(4％)。

５.定量分析

分析に用いたデータ
（自動車事故報告書）

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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■基礎集計：クロス集計分析

図－23 クロス集計（取引段階、Gマーク有無×死亡事故）

５.定量分析

・取引段階別の死亡事故の割合は、「下請」運送の方が高い。
・Gマーク認証の有無別の死亡事故の割合は、「無」の方が高い
。

0.0002 **

0.0001 **

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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■ロジスティック回帰分析

*:5%有意,**:1%有意 的中率：60.39％

５.定量分析

無:1
有:0

下請:1
元請等:0

死
亡
事
故
発
生
（
有1

・
無0

）

運転者の労働環境
・事故前日迄の乗務日数（7日以上：1，未満：0）
・事故前日迄の乗務距離（800km以上：1，未満：0）

事業所の安全管理
・安全性優良事業所（Gマーク無：1，有：0）
・健康診断実施（無：1，有：0）

運転者の属性
・運転経験年数（10年以上：1，10年未満：0）

運送の取引段階
・下請運送（下請：1，元請等：0）

説明変数 目的変数

表－1 ロジスティック回帰分析結果

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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死
亡
事
故
発
生
（
有1

・
無0

）

運転者の労働環境
・事故前日迄の乗務日数（7日以上：1，未満：0）
・事故前日迄の乗務距離（800km以上：1，未満：0）

事業所の安全管理
・安全性優良事業所（Gマーク無：1，有：0）
・健康診断実施（無：1，有：0）

運転者の属性
・運転経験年数（10年以上：1，10年未満：0）

運送の取引段階
・下請運送（下請：1，元請等：0）

説明変数 目的変数

結果の考察(1)
５.定量分析

説明変数「取引段階（下請）」が，死亡事故発生に寄与する。
「取引段階（下請）」の方が死亡事故発生を高める方向に関係している。
「Gマーク」、その他の説明変数についても、同様の結果が得られた。

基礎集計の結果から
「取引段階（下請）」の方が、比較的、死亡事故発生の傾向が高い。
「Gマーク無」の方が、比較的、死亡事故発生の傾向が高い。

図－20 変数設定

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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結果の考察(2)
５.定量分析

他の説明変数と独立 → 説明変数の指標と異なる要素の影響
(例)・運転者の労働環境（連日深夜運転，荷役作業の肉体的負荷等）

・事業所の安全管理（安全教育，運行管理徹底の程度等）
・運転者の属性（年齢、健康状態等）

過当競争、厳しい輸送条件等 → 精神的･感情的（人の条件･状態）

取引段階（下請運送）

事　

故　

発　

生

運転者の労働環境

事業所の安全管理

運転者の属性

人の
条件・状態

肉体的･生理学的
疲労，疾病，飲
酒・薬物 　等

精神的･感情的

経験的・露呈

人的要因

車両要因

走行環境要因

人による直
接要因

認識，意思決
定，操作，非

事故
（故意の衝突等），

危機的非動作
（意識喪失や居眠）

図-18 仮説設定

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014
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６．まとめ

定量分析の課題（主なもの）
「多重下請」の課題を指摘しているが（4.）、定量分析に用いたデータの
制約から、必ずしも下請の下層に位置づけられる者を対象にできていない。

・“○次下請”の情報が無い
・“取引段階（その他）”を“元請等”としている

定量分析に用いたデータの母集団が、“重大事故を起こした運転者”であり
これ以外の母集団に対して、単純に一般化することに無理がある。

１．トラックの事故の影響をデータを用いて指摘。

２．本発表の目的と研究対象の設定。

３．貨物トラック産業の厳しい競争環境をデータを用いて説明。

４．トラックの過労・居眠り運転事故の背景にある課題を指摘。

５．「下請取引」が事故発生に影響することを定量的に確認。

(C)Mr. Hiroyuki SHIMAMOTO, Institute for Transport Policy Studies, 2014




